
【資料４】 

＜主な検討事項 事務局作成メモ＞ 
 
 
１．就学前段階の支援の在り方 

●外国人幼児等に対する乳幼児期の教育の重要性についてどう考えるか。 

●就学前におけるプレスクール等の支援の在り方についてどう考えるか。 

 

（参考） 

●プレスクール実施率（外国人の子供の就学状況等調査（速報）） 

  実施率：４．０％  ６９／１７４１（実施自治体数） 

 

２．日本の生活や文化に関する教育、母語指導、異文化理解や多文化共生の考え

方に基づく教育の在り方 

●義務教育段階における母語・母文化支援の必要性についてどう考えるか。教育

課程内外で支援をどのように提供していくのか。 

●「異文化理解や多文化共生の考え方」とは何か。それらを各教科等の学習の中

にどのように反映させればよいか。 

●保護者（外国人・日本人）へのアプローチをどのように行えばよいか。 

 

３．関係機関・支援団体・企業等との連携 

●自治体内関係部署（多文化共生部署、福祉部署等）、国際交流協会等の外郭団

体、NPO 等の民間団体、企業等の関係機関との連携をどのように図るか。特に、 

 ・地域にどのような関係機関があり、どのようなリソースを有していることを

学校側でどのようにして把握するか。 

・関係機関側からアプローチを図りやすくするために、教育委員会・学校側で

講ずべき方策はあるか。 

●NPO やボランティア団体で実施される日本語教室との連携は極めて重要だと

考えられるが、児童生徒に関する情報の連携を含め、どのような工夫が必要と

なるか。 

●学校内での居場所づくりの支援をどのように進めるか。 

●地域の連携体制の強化に向けて、行政レベルでどのような制度的な対応が考

えられるか。 

 ・多文化共生の推進に係る指針・計画の策定（全国 823 団体で策定） 

 ・日本語教育推進法に基づき今後定められる地方公共団体の基本的な方針（努

力義務） 

●これまでの社会貢献の観点に加え、日本語教育推進法において、事業主の責務
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として、国又は地方公共団体が実施する施策に協力するとともに，その雇用す

る外国人等及びその家族に対する日本語学習の機会の提供等の支援に努める

ものとされたことを受け、企業との間でどのような連携が考えられるか。 

 ・外国籍児童就学支援事業（サンタ・プロジェクト）（長野県） 

 ・日本語学習支援基金の造成、企業憲章のとりまとめ（愛知県） 

 ・子どものための日本語学習支援基金の造成（静岡県） 

 

 
 



外国人の受入れ・共生のための教育推進検討チーム報告 概要 ～日本人と外国人が共に生きる社会に向けたアクション～

趣 旨
近年、小学校、中学校、高等学校等における日本語指導が必要な児童生徒数及びそれ以外の国内の日本語学習者数は大幅に増加している
とともに、外国人の子供の不就学を始めとして教育環境に係る問題も指摘されている。また、新たな在留資格が2019年４月より創設さ
れ、将来的には家族帯同による外国人の子供を含む更なる増加も見込まれる。
「外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策」を踏まえつつ、外国人の子供の教育、日本語教育、外国人留学生の国内就職促進等に
係る課題を深掘りし、充実させるための方策について検討（2019年１月～6月、8回開催）。

背

景

外国人に対する日本語教育の充実

外国人児童生徒等への教育の充実

留学生の国内就職促進・在籍管理の徹底

学校におけるきめ細かな指導体制の更なる充実

①学校における教員・支援員等の充実
・多言語化への対応（多言語翻訳システムの活用、遠隔教育の充実）

②教員の資質能力向上
・指導者派遣の仕組みを構築し、全国的な研修機会を確保

③進学・キャリア支援の充実
・高校生に加えて、中学生の支援を充実
・高校入試における外国人生徒への特別な配慮を促進

④障害のある外国人の子供への支援
・特別支援学校等においても、日本語指導補助者や母語支援員等を配置
・特別支援教育と外国人児童生徒指導の双方を学ぶ教員研修の機会を充実

重点的に進めるアクション

地域との連携・協働を通じた教育機会の確保と共生

⑤外国人の子供の就学状況の把握及び就学促進
・就学状況の全国調査を実施し、就学促進に向けた支援を充実
・多言語での就学案内を徹底、外国人のための就園ガイド（仮称）を作成

⑥夜間中学の設置促進等・教育活動の充実
・全ての都道府県・政令市に少なくとも一校が設置されるよう促進
・日本語指導等を含む教育活動の充実

⑦異文化理解や多文化共生の考え方に基づく教育の充実
・母語・母文化を尊重しつつ、日本語・日本文化への理解を促進

①日本語教育の機会確保
・国及び地方公共団体における地域日本語教育の総合的な体制整備の推進
・日本語学習ＩＣＴ教材の対応言語を拡大（8→14言語）

②日本語教師の質の向上
・「日本語教師の日本語教育能力の判定に関する基本的な考え方（2019年
３月）」を踏まえ、日本語教師の資格化を進める

・就労者等に対する日本語教師の研修カリキュラムを一層普及

③日本語教育機関の質の向上
・法務省告示日本語教育機関の質の向上に向け、法務省と連携を継続

①留学生の国内就職の促進
・外国人留学生の就職を促進するプログラムを認定
・「在留資格」の切り替えが確実に行われるよう、地域単位での在留資格変更に
係る研修会を実施

・大学等の就職率等の情報を日本学生支援機構の特設サイトに掲載

②留学生の在籍管理の徹底
・留学生の在籍管理状況の迅速・的確な把握と指導の強化
・在籍管理の適正を欠く大学等に対する在留資格の厳格化
・留学生別科に対し、日本語教育機関に関する法務省告示基準に準じた基準策定
及び適合性の確認



日本語教育の推進に関する法律（令和元年法律第４８号） 抜粋 
 

 
 
（基本理念） 
第３条 
  ７ 日本語教育の推進は、我が国に居住する幼児期及び学齢期（満６歳に達

した日の翌日以後における最初の学年の初めから満１５歳に達した日の

属する学年の終わりまでの期間をいう。）にある外国人等の家庭における

教育等において、使用される言語の重要性に配慮して行わなければなら

ない。 
 
（地方公共団体の責務） 
第５条 地方公共団体は、基本理念にのっとり、日本語教育の推進に関し、国と

の適切な役割分担を踏まえて、その地方公共団体の地域の状況に応じた

方策を策定し、及び実施する責務を有する。 
 
（事業主の責務） 
第６条 外国人等を雇用する事業主は、基本理念にのっとり、国又は地方公共団

体が実施する日本語教育の推進に関する施策に協力するとともに、その

雇用する外国人等及びその家族に対する日本語学習（日本語を習得する

ための学習をいう。以下同じ。）の機会の提供その他の日本語学習に関す

る支援に努めるものとする。 
 
（連携の強化） 
第７条 国及び地方公共団体は、国内における日本語教育が適切に行われるよ

う、関係省庁相互間その他関係機関、日本語教育を行う機関（日本語教育

を行う学校（学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１条に規定する学

校、同法第１２４条に規定する専修学校及び同法第１３４条第１項に規

定する各種学校をいう。）を含む。以下同じ。）、外国人等を雇用する事業

主、外国人等の生活支援を行う団体等の関係者相互間の連携の強化その

他必要な体制の整備に努めるものとする。   



学習指導要領における多文化共生に関する記述 抜粋 
 

 
〇小学校 平成２９年告示 （中学校・高等学校編でも同様の記述あり） 

前文 

 ５ 伝統と文化を尊重し、それらをはぐくんできた我が国と郷土を愛す 

るとともに、他国を尊重し、国際社会の平和と発展に寄与する態度を養

うこと。 

これからの学校には、こうした教育の目的及び目標の達成を目指し     

つつ、一人一人の児童が、自分のよさや可能性を認識するとともに、あ

らゆる他者を価値のある存在として尊重し、多様な人々と協働しなが

ら様々な社会的変化を乗り越え、豊かな人生を切り拓き、持続可能な社

会の作り手となることができるようにすることが求められる。 

             ※中学校 平成２９年告示、高等学校 平成３０年告示 

 
 
 
 
 
 
 

外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策（H30.12.25）抜粋 
 

 
Ⅰ 基本的な考え方 
   総合的対応策は、外国人材を適正に受け入れ、共生社会の実現を図ること

により、日本人と外国人が安心して安全に暮らせる社会の実現に寄与する

という目的を達成するため、外国人材の受入れ、・共生に関して、目指すべ

き方向性を示すものである。 
  （中略） 
   その環境整備に当たっては、受け入れる側の日本人が、共生社会の実現に

ついて理解し協力するよう努めていくだけでなく、受け入れられる側の外

国人もまた、共生の理念を理解し、日本の風土・文化を理解するよう努めて

いくことが重要であることも、銘記されなければならない。 
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学校における外国人児童生徒等に対する教育支援の充実方策について（報告） 
（学校における外国人児童生徒等に対する教育支援に関する有識者会議（H28.6）） 抜粋 
 
 
Ⅴ 外国人の子供等の就学・進学・就職の促進 
２．今後の方向性及び具体的方策（提言） 
（３）外国人児童生徒等の社会的・経済的自立のための教育の推進 
 （企業等との連携によるキャリア教育・インターンシップ等の推進） 
 〇外国人生徒等の進学・就職を通じた社会的・経済的な自立を促進する観点

から、学校、地方公共団体は、外国人生徒等のための進路指導・キャリア

教育・インターンシップ等の取組を一層推進することが必要である。 
 〇また、これらの活動にあたっては、地域で外国人労働者を多く受け入れて

いる又は、グローバル人材を積極的に活用する企業等との連携を図ること

も有効である。現在、多くの地域において、企業等を含めた地域の関係者

が参画する連絡協議会を開催して連携の促進を図っていることに加え、一

部の地域では、外国人労働者を雇用する地域の企業等が、現場見学やキャ

リア教育のための講師等を学校に派遣する等、企業と学校・地方公共団体

が具体的な連携を行っている例もみられる。国には、これらの企業等との

連携に関する情報を収集し、学校・地方公共団体に広く発信・普及すべき

である。 



取組事例 
 

１．外国籍児童就学支援事業（サンタプロジェクト）（長野県） 

 長野県内の外国人児童の就学支援等を通じ、その教育の機会及び福祉の増

進を図る。 

＜支援団体（３１団体）＞ 

長野県日本語ネットワーク、上田市多文化共生推進協会、特定非営利活動法

人伊那国際交流協会、飯田国際交流推進協会、公益財団法人おかや文化振興

事業団国際交流センター、特定非営利活動法人クローバーコミュニケーショ

ン信州、フリマネット信州、社会福祉法人長野県社会福祉協議会、一般社団

法人長野県経営者協会、長野県中小企業団体中央会、一般社団法人長野県商

工会議所連合会、長野県商工会連合会、ＪＡ長野中央会、日本労働組合総連

合会長野県連合会、一般社団法人長野県労働者福祉協議会、一般社団法人長

野県連合婦人会、一般社団法人長野県連合婦人会、日本放送協会長野放送

局、信越放送株式会社、株式会社長野放送、株式会社テレビ信州、長野朝日

放送株式会社、長野エフエム放送株式会社、信濃毎日新聞株式会社、株式会

社長野日報社、独立行政法人国際協力機構駒ヶ根青年海外協力隊訓練所、公

益社団法人信濃教育会、長野県ＰＴＡ連合会、長野県市長会、長野県町村会 

長野県、長野県教育委員会 

（１）外国籍児童就学援助金 

以下の要件に該当する外国籍児童に、選考の上、月額2万円（特別援

助金）または月額1万円（普通援助金）を支給。 

・6歳以上15歳以下であること。 

・母国語教室に就学する予定または既に就学していること。 

・経済的に就学が困難であること。 

・母国語教室及び複数の保護者の代表から推薦を受けていること。 

（２）母国語教室整備助成金 

外国籍児童の教育環境の充実を目的として、その施設・設備などを

整備する母国語教室に、選考の上、1校あたり年額20万円を支給。 

（３）教科書購入助成金 

外国籍児童・生徒の経済的負担となっている教科書購入費の一部を

助成します。学齢期の児童のうち、教科書を購入する児童・生徒に対

し、1人当たり1万円を限度に予算の範囲内で助成金を交付。 

（４）国語教室等への教材・機器等の提供 

母国語教室等が必要としているノート、本、パソコンなどの皆様か

らのご提供について、コーディネート。 

（５）母国語教室在籍児童・生徒の健康診断事業 

ブラジル人学校などに在籍している児童生徒の健康診断費用への助

成を実施。 



・医科健診など 

（６）外国籍児童就学支援活動への助成 

外国籍市民支援団体等が行う外国籍児童就学支援事業に対し交付金 

（1事業あたり上限5万円）を交付し、活動の支援を行う。 

（７）外国籍児童生徒等日本語学習コーディネート事業 

2016年度から、外国籍児童生徒等の日本語学習に係る学校担当教職

員、地域支援者及び児童生徒等の保護者等との連携を図り、この外国

籍児童生徒等の日本語学習環境の向上のため、県内各地域を担当する

コーディネーター3名が支援活動を実施。 

（８）外国籍生徒等進学ガイダンス事業 

    日本語を母国語としない児童生徒及びその保護者などを対象に、進 

学や進路についての必要な情報提供など行い、その児童生徒の将来の 

進路選択の一助になる場として、県下 4 会場で進学ガイダンスを開催。 

 

 

２．日本語学習支援基金の造成、企業憲章のとりまとめ（愛知県） 
〇日本語学習支援金の造成 

2008 年度から愛知県と公益財団法人愛知県国際交流協会では、「日本語

学習支援基金」を活用し、外国人児童生徒の日本語学習を支援。 

＜支援企業・団体（88 団体、個人 14 件）＞（平成 30 年 11 月 1 日時点） 

アイシン・エィ・ダブリュ株式会社、株式会社愛知銀行、愛知県教員組合、公

益社団法人愛知県宅地建物取引業協会、愛知製鋼株式会社、伊勢湾海運株式会

社、いちい信用金庫、伊藤忠商事株式会社、イノチオホールディングス株式会

社、ＨＩＣ豊安工業株式会社、ＮＤＳ株式会社、株式会社大木家、株式会社大

嶽安城、岡﨑信用金庫、岡谷鋼機株式会社、小原建設株式会社、蒲郡信用金庫、

株式会社川瀬電気工業所、株式会社共栄組、共和食品工業株式会社、株式会社

きんでん、小池商事株式会社、株式会社コムライン、株式会社サーラコーポレ

ーション、ササキセルム株式会社、株式会社ジーエスエレテック、株式会社ジ

ェイテクト、新英金属株式会社、新日鐵住金株式会社、株式会社杉浦製作所、

住友理工株式会社、せいりん総合法律事務所、大三紙業株式会社、玉野総合コ

ンサルタント株式会社、株式会社中京銀行、中部国際空港株式会社、中部電力

株式会社、株式会社デンソー、東海光学株式会社、東海設備工業株式会社、東

海東京証券株式会社、東邦ガス株式会社、東和不動産株式会社、徳倉建設株式

会社、豊川信用金庫、豊島株式会社、豊田合成株式会社、トヨタ自動車株式会

社、株式会社豊田自動織機、トヨタ車体株式会社、豊田通商株式会社、トヨタ

紡織株式会社、トヨタホーム株式会社、株式会社トヨテック、豊橋信用金庫、

名古屋空港ビルディング株式会社、名古屋競馬株式会社、名古屋鉄道株式会社  

株式会社ニッショー、株式会社ニデック、日本ガイシ株式会社、ニューメリカ

ルテクノロジーズ株式会社、株式会社ハクヨプロデュースシステム、福玉株式    



会社、株式会社フジトランスコーポレーション、ブラザー精密工業株式会社、

碧海信用金庫、丸徳産業株式会社、株式会社三河機工、三井物産株式会社、三

菱商事株式会社、三菱東京ＵＦＪ銀行、名港海運株式会社、ヤマサちくわ株式

会社、ユタカコーポレーション株式会社、ユニーグループ・ホールディングス

株式会社、リンナイ株式会社 

当初の事業実施期間は 2015 年度末までとしていたが、愛知県の外国人 

児童生徒を取り巻く状況等を考慮して、2016 年度以降も、企業及び県民 

等からの寄付金及び愛知県からの出えん金をもって再造成し、引き続き 

外国人児童生徒の日本語教育を支える体制づくりを継続。 

＜再造成の概要＞ 

（１）目的  

  外国人児童生徒の日本語学習支援等 

（２) 再造成額 

    1 億 5,000 万円（うち愛知県からの出えん金：7,500 万円） 

（３）事業実施期間 

    2016 年度～2020 年度（5年間） 

（４）造成先 

    公益財団法人愛知県国際交流協会（特定公益増進法人）  

 

〇外国人労働者の適正雇用と日本社会への適応を促進するための憲章 

＜協力団体＞ 

社団法人中部経済連合会、岐阜県商工会議所連合会、愛知県商工会議所連合会  

三重県商工会議所連合会、岐阜県商工会連合会 愛知県商工会連合会 三重県

商工会連合会、社団法人岐阜県経営者協会、愛知県経営者協会、三重県経営者

協会、岐阜県中小企業団体中央会、愛知県中小企業団体中央会、三重県中小企

業団体中央会 

外国人労働者は日本社会のルールを十分理解するよう努めることとし、

企業は彼らの多様性にも配慮しながら、安全で働きやすい職場環境の確保

をはじめとする以下の諸項目に自主的に取り組むこととする。 

１ 外国人労働者の日本社会への適応促進を図るため、彼らに対して日本 

語教育及び日本の文化や慣習等についての 理解を深める機会を提供す

るよう努める。 

２ 外国人労働者及びその家族が地域の住民と共生できるよう、彼らの地 

域社会参画の機会の確保に努める。 

３ 外国人労働者の子どもが将来の日本社会あるいは母国社会を支える存

在となることを考慮し、子どもの社会的自立を図るため、外国人労働者が

保護者としての責任を果たすことができるよう努める。 

４ 外国人労働者が日本人労働者と同様、公正かつ良好な労働条件を享受 

できるよう、彼らを雇用する場合、労働関係法令等の遵守に努める。 



５ 法令遵守の観点を取り入れながら調達先・取引先を選定するよう努め 

る。 

６ 本憲章の理念を尊重し、社内、グループ企業及び取引先に周知するよう

努める。 

 

 

３．子どものための日本語学習支援基金（子ども日本語基金）（静岡県） 

静岡県は、外国につながる子どもが将来、日本社会で自立した大人として生

活していくことができるよう、進学や就職の鍵でもある日本語習得を地域全体

で支援するため、「子どものための日本語学習支援基金（子ども日本語基金）」

を創設。この基金では、県拠出金及び企業等の皆様からの寄付を活用して、外

国につながる子どもの日本語習得や地域での居場所づくりを支援するととも

に学習環境の整備に役立てている。 

 （１）日本語学習指導者派遣事業 

     日本語学習授業を新設・拡充する外国人学校に指導者を派遣する 

（２）日本語学習教材給付事業 

     日本語学習に必要な教材の給付・助成を行う 

（３）日本語能力試験受験料助成事業 

     日本語能力試験合格者へプリペイドカードを給付する 

（４）提案型助成事業 

４つのテーマについて提案事業を募集し、採択した団体へ助成する 

※平成 29 年度から平成 31 年度の 3年間に渡り実施。 

 

               


